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構造物に作用する段波波力の実験

水 谷 将*・ 今 村 文 彦**

1.は じ め に

1960年 に発生 したチリ津波の被災以降,全 国規模で精

力的に防災対策が実施され,高 さ5～6m規 模 の防潮堤

等が数多 く建設されたが,そ の設計方法は,津 波の挙動

特性を十分反映 したものとなってはいない.例 えば津波

は浅海域 に到達するとその波高 も大 きくなり砕波に到 る

が,波 長が長いためにその後段波的な波形 となることが

多 く,通 常の波動(重 力波)よ り動水圧が大きいと指摘

されている(福 井 ら,1962a).

また,沿 岸の環境保全,景 観への要求の高まりおよび

防災予算の緊縮 といった時代背景を受け,1983年 に津波

常襲地域総合防災対策指針(案)が 発表された.そ こで

は津波の越流も想定しているが,構 造物 を越 える津波が

生じた時,そ の津波が構造物およびその後背地域にどの

ような影響 を及ぼすのか未だ不明であり,効果的な計画,

設計手法がなされていない.こ の場合,構 造物 にかなり

大きな波圧が発生し,も し破壊すれば大惨事につながる.

それを防ぐためには,津 波の動的挙動を適切に考慮した

り,越 流を許容するが破壊 しないような条件が必要であ

る.

重力波に関する波圧算定式としては,1973年 に提案さ

れた合田式が知 られており,現 行設計法で主に用いられ

ている(合 田,1973).最 近 の研究では,台 形ケーソンに

作用する波圧算定式(谷 本 ら,1985)や 衝撃砕波圧 を考

慮 した算定式(高 橋 ら,1994)が 提 案されている.し か

し,こ れ らの研究において用いられている波圧算定式は

合田式であり,津 波段波の特性を考慮していない.

津波の段波波力 を対象にした研究 としては,ま ず,福

井 ら(1962a)が 段 波の堤体衝突により生じる水位および

波圧 を詳細に測定 し,段 波津波の波速算定式を提案 して

いる.さ らに福井 ら(1962b)は,段 波津波の堤防面遡上

高,重 複波高,波 圧,堤 防越流量についても同様に検討

している.谷 本 ら(1984)は 日本海中部地震津波におけ

る被災原因を検討する際に,直 立壁に作用する津波力の

算定方法 を提案している.松 冨(1991)も 水路実験 によ

り津波による砕波段波の波圧分布 を詳細に測定 し,段 波

波力の特性について検討 している.以 上のように,様 々

な研究はなされているが,現 在のところ,実 用的に設計

に用いられる段階には到っていない.

このような状況を踏まえて,本 研究ではまず室内実験

水路を用いて水理実験を行い,勾 配の異なる傾斜構造物

に作用する段波の波力を詳細に測定する.そ の実験結果

をもとに,傾 斜角度を考慮 した新 しい段波波圧の算定式

を開発することを目的 とする.

2.模 型 実 験

(1)実 験 方 法

使用 した装置 は図-1に 示 す ように高 さ0.44m,幅

0.3m,全 長12mの ア クリル製矩形水路である.水 路の

一端 に勾配可変の傾斜板を設け
,こ の傾斜面の中央部に

高精度の波圧計(直 径1cm,定 格容量9800Pa)1基 を

取 り付 けた.こ の波圧計設置部分 は埋 め込み式 の板 に

なってお り,上 方向に移動できる.段 波は鉛直造波板を

水路傾斜板方向に平行 に約1m,一 定 の速度で移動させ

ることにより発生させた.ま た,段 波の波形変化,波 速

および流速を測定するために,水 路の造波板側,中 央部,

受圧板直前に計3基 の水位計,造 波板側 と中央部の水位

計の問に流速計1基 を配置した.

実 」験 条 件 は,傾 斜 板 の勾 配 を1:1.53,1.3,1,0.6,

0.3,0の6ケ ー ス,静 水 深hを5,10,15cmの3ケ ー ス

に設 定 した.

図-1実 験装置(単 位mm)

(2)測 定 時間間隔の重要性

衝撃力を測定する際には,測 定間隔の選定に注意が必

要である.図-2に 測定時間間隔(Δt)のを除き,同 一条件
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図-2(a)Δt=0.010s

図-2(b)Δt=0.005s

図-2(c)Δt=0.002s

図-2(d)Δt=0.001s

である4つ の波圧の時間変化分布を示す.こ れ らを比較

すると,測 定時間間隔が小さい程,丸 で囲まれた瞬間的

な波圧のピークがより顕著に示 されていることがわか

る.た だし,1/1000秒 まで縮めるとノイズが発生するた

め,本 実験では測定時間間隔を2/1000秒 に設定した.

(3)実 験結果 および考察

図-3に 勾配1:1.53,静 水深10cm,傾 斜板上,底 面

より2cmの 測 点における波圧の時間変化分布を示す.

ここで波圧は,傾 斜板最下点を起点 とし,傾 斜板上,鉛

直上向きに測っている.こ の結果より,構 造物 に作用す

る段波波圧には3つ のピークが存在することがわかる.

まず,入 射波が構造物に衝突する際に発生する動波圧

(Dynamic wave pressure),次 に入射波の連続的な到達

によ り著 しい水位上昇が発生する際に生 じる持続波圧

(Sustained wave pressure),さ らにその直後,反 射波 と

入射波の衝突により瞬間的に発生する波圧である.最 後

の波圧は既往の研究で述べられていないが,波 長の長い

津波段波特有の性質であ り,構 造物の安定を考 える上で

非常に重要な波圧である.本 研究では,こ の波圧を重複

衝突波圧(Impact standing wave pressure)と 呼ぶ.

図-3波 圧の時間変化

図-4波 圧の測点変化

図-5波 速および遡上測点

今回の条件の中で,こ の重複衝突波圧が最も顕著に珪

れる勾配1:1.53に ついて,動 波圧,持 続波圧および重極

衝突波圧の測点 ごとの変化を図-4に,波 速,最 大重複沼

圧発生測点および遡上測点を図-5に 示す.重 複衝突湯

圧 に注目すると,静 水深15cmお よび10cmで は,静水

深 よりやや上方の測点で急激に増加 し,顕 著な最大値を

示している.非 常に短時間ではあるが動波圧,持 続波圧

の3倍 程度の値である.こ れに対 し,静 水深5cmの 場

合,こ のような変化は見られない.こ のような顕著な変

化は,他 の傾斜勾配では1ケ ース(傾 斜勾配1:1.3,菌

水 深15cm)で 見 られただけで,残 りの勾配が急なケース

では見られなかった.

3.測 定 された水理量

(1)波 速

福井 ら(1962a)は,初 期の平均流速u=0の 場合,波

速c,静 水深h,入 射 波高H,重 力加速度g,お よび静

水深の段波水深に対する比h/(h+H)に よ り決 まり,段

波の進行 にともなうかく乱と底面粗度の程度 を示す抵抗

係数 ηの間において,次 式を提案している.

(1)
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図-6波 速と遡上高の関係

式(1)に よる算定値は本実験結果と非常に近い値で

ある.

(2)遡 上 高

福井ら(1962b)は,静 水面上の遡上高R,波 速c,重

力加速度g,お よび遡上係数kの 間において,次 式 を提

案している.

(2)

図-6に 本実験および福井 ら(1962b)の 実験結果 を示

す.福 井 ら(1962b)はk=2.8～3.3を 提案しているが,

本 実験結果を考慮 し,本 研究ではk=2.4と す る.

(3)動 波 圧

a)最 大動波圧

福井ら(1962b)は,段 波波速c,最 大 動波圧Pdm,入

射 波高H,動 波圧係数κ,水 の単位重量ωおよび重力加

速度gの 問において,次 式を提案 している.

(3)

図-7に 本実験 と福井ら(1962b)の 実験結果を示す.

両 方 の結果 は1つ の直線 に分布 して い る.福 井 ら

(1962b)はc=2m/sあ た りのデータに影響 されてK=

0.33～0.51を 採 用しているが,本 実験結果を考慮すると

K=0.12程 度 が適当である.

b)動 波圧の鉛直分布

動波圧Pdの 鉛 直分布についても,福 井 ら(1962b)は 実

験結果をもとに静水面より上部において,次 式のような

直線式(Rは 遡 上高,zは 測点高)を 提案 している.た

だし,鉛 直高は静水面を基準高 とし,瞬 間的かつ急激に

発生する衝撃波圧 は除いてある.

(4)

本実験結果を同様に整理 したものを図-8に 示 す.

この図より,動 波圧分布は静水面より上部において曲

線分布,水 中部 において,直 線分布 となると推定できる.

式で表す と,次 のようになる.

(5)

(6)

(4)持 続 波 圧

a)最 大持続波圧

本実験結果より,最 大持続波圧Psmは 波動の周期 より

も波来襲時の最大動波圧Pdmに 関係があることがわかっ

た.図0-9に 構造物の傾斜勾配角度COSθ と,最 大持続波

圧,最 大動波圧,重 力加速度g,入 射波高Hお よび波速

oに よる無次元値(Psm/Pdm)・gH/c2の 関係を示す.こ の図

より,次 のような関係式が提案できる.

(7)

(8)

b)持 続波圧の鉛直分布

動波圧の場合 と同様 に整理した持続波圧の鉛直分布

を,図-10に 示 す.こ の図より,次 のような関係式が提

案できる.

図-7最 大動波圧

図-8動 波圧の鉛直分布

図-9最 大持続波圧
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図-10持 続波圧の鉛直分布

(9)

(10)

(5)重 複衝突波圧

a)最 大重複衝突波圧

可視化によると,こ の波圧は反射波 と入射波の衝突の

際に発生 していることがわかった.反 射波を決める因子

としては遡上高,入 射波を決める因子 としては波速が挙

げられ,遡 上高は持続波圧 と,波 速は動波圧 と密接に僕

係があると考えられる.そ こで図-11に 最大動波圧,最

大持続波圧の和 と重複衝突波圧の関係を示す.こ れらの

算定値は次に示す2つ の直線式に分類できた.

(11)

(12)

式(11)は,傾 斜勾配が比較的急である場合の直線式

である.傾 斜勾配が1:1よ り緩やかにな り,か つ静水深

が大 きい場合,式(12)に 移行する.式(11)と 式(12)

の違 いは,反 射波 と入射波の衝突時間が異なるために生

じる.す なわち,式(11)の 場合,小 規模の衝突が比較

的長時間に渡って生じているのに対 し,式(12)で は大

規模の衝突が極めて短時間に行われている.

b)重 複衝突波圧の鉛直分布

式(11),(12)そ れぞれのケースについて,重 複衝突

波圧pimの 鉛 直分布 を図-12示 す.式(11)の 場合,最

大重複衝突波圧 とその発生地点近傍での重複衝突波圧に

大きな差がないことがわかる.

(13)

(14)

これに対し,式(12)の 場 合,最 大重複衝突波圧が静水

面のやや上方(z/R=0.1程 度)の 測点で局所的に極めて

大 きく発生している.

(15)

(16)

図-11最 大重複衝突波圧

図-12(a)式(11)の 場 合

図-12(b)式(12)の 場合

(17)

この場合,短 時間ではあるが,局 所的な力が大きく作用

するため,堤 体破壊の原因 となっている可能性が高い.

過去の津波による構造物の被災事例 との関連について検

討することが重要である.

4.設 計 波力の算定

(1)波 力算出のフロー

ここまで提案 した各波圧の最大値および鉛直分布算定

式による段波の設計波力算出フローを,図-13に 示す.

この算出フローの正確性 を調べ るため,傾 斜勾配1:

1.53,静 水 深15cmと い う条件について,算 出フローに

よる算定値と実験値の比較検討を行 う.その結果を表-1

に示 す.こ こで,推 定誤差 は算定値 と実験値の差の絶対

値 と実験値の比である.

次 に3波 圧の中で最 も大 きな波力を示す重複衝突波圧

の実験値 と合田式 による算定値 について比較検討を行

う.構 造物 に作用する水平全波力および水平波力 による

転倒モーメントの比較検討結果 を表-2に 示 す.た だし,

合田式については,波 長1mの 波 を想定 し,直 立ケーソ

ンに作用する波力算定式をそのまま用いた.本 実験値 は

合田式による場合 よりも大 きい値 を示しており,従 来の

設計方法(合 田式)で は過小評価であることがわかった.
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図-13設 計波力の算定 フロー

(2)ス ケ ール効果

今回の実験 は小型の室内実験装置 により行われたた

め,こ の検討結果をそのまま現場に適用できるかという

問題がある.福 井 ら(1962b)は この点を踏まえ,大 小2

種類の実験装置により同様の実験を行 った結果,こ の種

の実験においてスケール効果の問題 は発生しないと述べ

ている.図-6,7に 示 した遡上高,最 大動波圧の検討の

中で,福 井 ら(1962b)の 大型実験装置による結果 と今回

の実験結果は,ほ ぼ一直線上に存在する.こ のことから,

今回の実験結果 も福井ら(1962b)と 同様,現 場への適用

ができると考えられる.

5.ま と め

本研究結果により,以 下のことがわかった.

(1)今 回の実験では,精 度の高い波圧計 を用い,測 定

時間間隔,測 定位置間隔をより小さくすることにより,

極 めて短時間,局 所的ではあるが非常に大きな値を示す

重複衝突波圧の存在を確認 した.

(2)重 複衝突波圧は反射波 と後続の入射波が衝突する

際に発生し,そ の大 きさは段波の波速および遡上高 と密

接に関係 していることがわかった.

(3)津 波段波の波力の算定に従来の設計式(合 田式)

を用いることは,過 小評価につながることがわかった.

(4)動 波圧,持 続波圧,重 複衝突波圧について,既 往

研究で提案された算定式について改良等を行い,そ の最

大値および鉛直分布の算定式を提案した.

この結果,静 水深,入 射波高および堤体の傾斜勾配が

わかれば,動 波圧,持 続波圧,重 複衝突波圧各々の最大

値および鉛直分布の算定が可能 となった.

表-1算 定値と実験値の比較

表-2算 定 と実験値の比較

今後 は,室 内実験水路 により,傾 斜構造物を越流する

段波が構造物に与える波力について詳細 に測定する予定

である.ま た,設 計津波の選定方法の改良を行い,越 流

を考慮に入れた構造物 を建設した場合の被害想定を行い

たいと考えている.

最後に,本 研究の一部は,五 洋建設(株)の 社会人派

遣制度のもとに行われた もので,こ こに感謝の意を表し

ます.
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